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１ 地方税法第37条の２第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定める条例 

 （平成24年神奈川県条例第39号）新旧対照表 

改    正 現    行 

別表 別表 
  

特定非営利活動

法人の名称 

主たる事務所

の所在地 

神奈川県県

税条例第 10

条第２項の

期間 

（削除）   

（削除）   

（削除）   

（略）   

特定非営利活動

法人ＷＥ21ジャ

パンよこすか 

横須賀市根岸

町三丁目 15 番

12 号 谷ビ ル

102号 

（略） 

（略）   

特定非営利活動

法人地域健康プ

ラン 

山形県山形市

七日町二丁目

７－23 とんが

りビル３階 

令和６年１

月１日から

令和 11 年 12

月 31日まで 

特定非営利活動

法人ＷＥ21ジャ

パン厚木 

厚木市中町三

丁目 18 番５号 

令和７年１

月１日から

令和 11 年 12

月 31日まで 

特定非営利活動

法人横浜日独協

会 

横浜市栄区小

菅ケ谷一丁目

２番１号地球

市民かながわ

プラザＮＰＯ

などのための

事務室内 

令和７年１

月１日から

令和 11 年 12

月 31日まで 

特定非営利活動

法人地域福祉を

考える会 

伊勢原市田中

256 番地の１

－301 

令和７年１

月１日から

令和 11 年 12

月 31日まで 

 

特定非営利活動

法人の名称 

主たる事務所

の所在地 

神奈川県県

税条例第 10

条第２項の

期間 

特定非営利活動

法人横浜日独協

会 

横浜市栄区小

菅ケ谷一丁目

２番１号地球

市民かながわ

プラザＮＰＯ

などのための

事務室内 

平成 31 年１

月１日から

令和６年 12

月 31日まで 

特定非営利活動

法人ＷＥ21 ジャ

パン厚木 

厚木市中町三

丁目 18番５号 

平成 31 年１

月１日から

令和６年 12

月 31日まで 

特定非営利活動

法人地域福祉を

考える会 

伊勢原市田中

256 番地の１

－301 

令和２年１

月１日から

令和６年 12

月 31日まで 

（略）   

特定非営利活動

法人ＷＥ21 ジャ

パンよこすか 

横須賀市根岸

町三丁目 15番

12 号長谷川ビ

ル 102号 

（略） 

（略）   

（新規）   

（新規）   

（新規）   

（新規）   
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２ 神奈川県条例等の公布に関する条例（昭和 25年神奈川県条例第 39号）新旧対照表 

改    正 現    行 

第１条・第２条 （略） 第１条・第２条 （略） 

（削除） （規則等の公布） 

（削除） 第３条 前２条の規定は、神奈川県規則について

準用する。 

（規則等の公布） （新規） 

第３条 前２条     の規定は、署名を除く

ほか、次に掲げるものについて準用する。 

第４条 第１条及び第２条の規定は、署名を除く

ほか、次に掲げるものについて準用する。 

(1) 県の機関        の定める規則 (1) 県の機関（知事を除く。）の定める規則 

(2) （略） (2) （略） 
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３ 事務処理の特例に関する条例（平成11年神奈川県条例第41号）新旧対照表 

＜第１条関係＞（令和７年４月１日施行） 

改    正 現    行 

第１条～第３条 (略) 第１条～第３条 (略) 

別表（第３条関係） 別表（第３条関係） 

 １～１の５ (略) (略)   １～１の５ (略) (略)  

１の６ 高圧ガス保安法（昭和

26年法律第204号。以下この

項において「法」という。）

に基づく次の事務（高圧ガス

保安法施行令（平成９年政令

第20号）第22条に規定する区

域に所在する事業所に係るも

のに限る。） 

 ⑴～⑺ (略) 

⑻ 法第14条第１項の規定に

より、高圧ガスの製造のた

めの施設の位置等の変更の

工事等を許可すること。 

⑼ 法第14条第２項の規定に

より、高圧ガスの製造のた

めの施設の位置等の軽微な

変更の工事 の届出を受理

すること。 

⑽～(21) (略) 

(22) 法第20条第３項第１号の

規定により、高圧ガスの製

造のための施設等が技術上

の基準に適合していると認

められた旨の届出を受理す

ること。 

(23) (略) 

(24) 法第20条の４   の規

定により、高圧ガスの販売

事業の届出を受理すること

。 

(25)～(61) (略) 

(62) 法第39条の21第１項後段

の規定により、変更の工事

又は製造の方法の変更の届

出を受理すること。 

(63) 法第39条の23後段の規定

により、危害予防規程の提

出を求めること。 

横浜市、川崎

市及び相模原

市 

１の６ 高圧ガス保安法（昭和

26年法律第204号。以下この

項において「法」という。）

に基づく次の事務（高圧ガス

保安法施行令（平成９年政令

第20号）第22条に規定する区

域に所在する事業所に係るも

のに限る。） 

⑴～⑺ (略) 

⑻ 法第14条第１項の規定に

より、高圧ガスの製造のた

めの施設の位置 の変更の

工事等を許可すること。 

⑼ 法第14条第２項の規定に

より、高圧ガスの製造のた

めの施設の位置等の軽微な

変更の工事等の届出を受理

すること。 

⑽～(21) (略) 

（新規） 

 

 

 

 

 

(22) (略) 

(23) 法第20条の４第１項の規

定により、高圧ガスの販売

事業の届出を受理すること

。 

(24)～(60) (略) 

（新規） 

 

 

 

（新規） 

 

 

相模原市   
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改    正 現    行 

(64)～(75) (略)  (61)～(72) (略) 

２～16の５ (略) (略) ２～16の５ (略) (略) 

16の６ 農地中間管理事業の推

進に関する法律（平成25年法

律第101号。以下この項にお

いて「法」という。）に基づ

く次の事務 

⑴ 法第18条第１項の規定に

より、農用地利用集積等促

進計画          

              

              

              

              

        を認可する

こと。 

⑵～⑷ (略) 

横浜市、川崎

市、相模原市

、横須賀市、

平塚市、鎌倉

市、藤沢市、

厚木市、海老

名市、座間市

、綾瀬市、大

磯町、大井町

、松田町及び

山北町（横浜

市にあっては

左欄⑴に掲げ

る事務のうち

法第18条第２

項第１号ロ又

は第２号ロに

規定する土地

が同条第５項

第６号ロに掲

げる土地に該

当する場合に

係るものを除

き、川崎市に

あっては左欄

⑴に掲げる事

務のうち同条

第２項第１号

ロ又は第２号

ロに規定する

土地が同条第

５項第６号イ

に掲げる土地

（同一の事業

の目的に供す

るため４ヘク

タールを超え

る農地及びそ

の農地と併せ

て採草放牧地

について農地

16の６ 農地中間管理事業の推

進に関する法律（平成25年法

律第101号。以下この項にお

いて「法」という。）に基づ

く次の事務 

⑴ 法第18条第１項の規定に

より、農用地利用集積等促

進計画（同条第２項第１号

ロ又は第２号ロに規定する

土地が同条第５項第６号イ

又はロに掲げる土地のいず

れかに該当する場合に係る

ものを除く。）を認可する

こと。 

⑵～⑷ (略) 

 

山北町    
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改    正 現    行 

法第３条第１

項本文に掲げ

る権利（以下

この項におい

て「権利」と

いう。）を取

得する場合（

農地法施行令

（以下この項

において「政

令」という。

）第４条第１

項第２号ヘ⑴

から⑸までに

規定する法律

に定めるとこ

ろに従って権

利を取得する

場合で同号ヘ

⑴から⑸まで

に規定する法

律の区分に応

じ、それぞれ

同号ヘ⑴から

⑸までに掲げ

るものに該当

するものを除

く。）に限る

。）又は法第

18条第５項第

６号ロに掲げ

る土地に該当

する場合に係

るものを除き

、相模原市に

あっては左欄

⑴に掲げる事

務のうち同条

第２項第１号

ロ又は第２号

ロに規定する

土地が同条第

５項第６号イ
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改    正 現    行 

に掲げる土地

（同一の事業

の目的に供す

るため４ヘク

タールを超え

る農地及びそ

の農地と併せ

て採草放牧地

について権利

を取得する場

合（政令第４

条第１項第２

号ヘ⑴から⑸

までに規定す

る法律に定め

るところに従

って権利を取

得する場合で

同号ヘ⑴から

⑸までに規定

する法律の区

分に応じ、そ

れぞれ同号ヘ

⑴から⑸まで

に掲げるもの

に該当するも

のを除く。）

に限る。）に

該当する場合

に係るものを

除き、横須賀

市にあっては

左欄⑴に掲げ

る事務のうち

法第18条第２

項第１号ロ又

は第２号ロに

規定する土地

が同条第５項

第６号イに掲

げる土地（同

一の事業の目

的に供するた
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改    正 現    行 

め４ヘクター

ルを超える農

地及びその農

地と併せて採

草放牧地につ

いて権利を取

得する場合（

政令第４条第

１項第２号ヘ

⑴から⑷まで

に規定する法

律に定めると

ころに従って

権利を取得す

る場合で同号

ヘ⑴から⑷ま

でに規定する

法律の区分に

応じ、それぞ

れ同号ヘ⑴か

ら⑷までに掲

げるものに該

当するものを

除く。）に限

る。）又は法

第18条第５項

第６号ロに掲

げる土地に該

当する場合に

係るものを除

き、平塚市、

鎌倉市、藤沢

市、厚木市、

海老名市、座

間市、綾瀬市

、大磯町、大

井町、松田町

及び山北町に

あっては左欄

⑴に掲げる事

務のうち同条

第２項第１号

ロ又は第２号
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改    正 現    行 

ロに規定する

土地が同条第

５項第６号イ

又はロに掲げ

る土地に該当

する場合に係

るものを除く

。） 

       

       

       

        

       

       

       

   

17～25 (略) (略) 17～25 (略) (略) 

25の２ 神奈川県生活環境の保

全等に関する条例（以下この

項において「条例」という。

）及び条例の施行のための規

則に基づく次の事務 

⑴ 条例第42条第１項の規定

により、第一種指定化学物

質の取扱量等の報告を受理

すること。 

（削除） 

 

 

 

⑵ 条例第42条第２項の規定

により、報告された事項を

取りまとめ、その結果を公

表すること。 

⑶ 条例第42条第４項の規定

により、事業者に対し、助

言その他の支援を行うこと

。 

⑷ 条例第42条の４第２項の

規定により、化学物質管理

計画書を受理すること。 

⑸ 条例第42条の４第３項の

規定により、事業者に対し

、助言その他の支援を行う

こと。 

⑹ 条例第108条の規定によ

り、⑴から⑸まで及び⑺か

ら⑼までに掲げる事務に関

し、事業者又は関係人に対

し、報告を求めること。 

⑺ 条例第110条の２第１項

(略) 25の２ 神奈川県生活環境の保

全等に関する条例（以下この

項において「条例」という。

）及び条例の施行のための規

則に基づく次の事務 

 ⑴ 条例第42条第１項の規定

により、化学物質管理目標

等     の報告を受理

すること。 

 ⑵ 条例第42条第２項の規定

により、化学物質管理目標

の達成状況の報告を受理す

ること。 

 ⑶ 条例第42条第３項の規定

により、報告された事項を

取りまとめ、その結果を公

表すること。 

⑷ 条例第42条第５項の規定

により、事業者に対し、助

言その他の支援を行うこと

。 

（新規） 

 

 

 

（新規） 

 

 

 ⑸ 条例第108条の規定によ

り、⑴から⑷まで及び⑹か

ら⑻までに掲げる事務に関

し、事業者又は関係人に対

し、報告を求めること。 

 ⑹ 条例第110条の２第１項

(略) 
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改    正 現    行 

の規定により、条例第42条

第１項並びに第42条の４第

１項及び第２項の規定に違

反している者等に対し、必

要な措置を講ずべきことを

勧告すること。 

 ⑻ 条例第110条の３第１項

の規定により、⑺に掲げる

事務に関し、同項に規定す

る事項を公表すること。 

⑼ 条例第110条の３第２項

の規定により、⑺に掲げる

事務に関し、あらかじめ当

該勧告を受けた者に意見を

述べる機会を与えること。 

 ⑽ 条例第111条第１項の規

定により、⑴から⑸まで及

び⑺から⑼までに掲げる事

務に関し、職員に事業所そ

の他の場所に立ち入り、施

設等を検査させ、及び関係

人に質問させること。 

⑾ ⑴から⑽までに掲げるも

ののほか条例の施行に係る

事務のうち、規則に基づく

事務で別に規則で定めるも

の 

の規定により、条例第42条

第１項及び第２項     

       の規定に違

反している者等に対し、必

要な措置を講ずべきことを

勧告すること。 

 ⑺ 条例第110条の３第１項

の規定により、⑹に掲げる

事務に関し、同項に規定す

る事項を公表すること。 

 ⑻ 条例第110条の３第２項

の規定により、⑹に掲げる

事務に関し、あらかじめ当

該勧告を受けた者に意見を

述べる機会を与えること。 

 ⑼ 条例第111条第１項の規

定により、⑴から⑷まで及

び⑹から⑻までに掲げる事

務に関し、職員に事業所そ

の他の場所に立ち入り、施

設等を検査させ、及び関係

人に質問させること。 

⑽ ⑴から⑼までに掲げるも

ののほか条例の施行に係る

事務のうち、規則に基づく

事務で別に規則で定めるも

の 

26～95 (略) (略) 26～95 (略) (略) 

96 神奈川県海水浴場等に関す

る条例（昭和34年神奈川県条

例第４号。以下この項におい

て「条例」という。）及び条

例の施行のための規則に基づ

く次の事務 

⑴～⑻ (略) 

⑼ ⑴から⑺までに掲げるも

ののほか条例の施行に係る

事務のうち、規則に基づく

事務で別に規則で定めるも

の 

横浜市、川崎

市、相模原市

、横須賀市、

藤沢市及び茅

ケ崎市（左欄

⑼に掲げる事

務にあっては

、川崎市を除

く。） 

96 神奈川県海水浴場等に関す

る条例（昭和34年神奈川県条

例第４号。以下この項におい

て「条例」という。）及び条

例の施行のための規則に基づ

く次の事務 

⑴～⑻ (略) 

（新規） 

横浜市、川崎

市、相模原市

、横須賀市、

藤沢市及び茅

ケ崎市     

        

        

        

    

97～135 (略) (略) 97～135 (略) (略) 

135の２ 宅地造成及び特定盛

土等規制法（昭和36年法律第

鎌倉市、藤沢

市及び小田原

（新規）  
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改    正 現    行 

191号。以下この項において

「法」という。）並びに法及

び宅地造成及び特定盛土等規

制法施行規則（昭和37年建設

省令第３号。以下この項にお

いて「省令」という。）の施

行のための規則に基づく次の

事務 

⑴ 法第12条第１項の規定に  

より、宅地造成等工事規制

区域内において行われる宅

地造成等に関する工事を許

可すること。 

⑵ 法第12条第４項（法第16

条第３項において準用する

場合を含む。）の規定によ

り、工事主の氏名等を公表

するとともに、関係市町村

長に通知すること。 

⑶ 法第14条第２項（法第16

条第３項において準用する

場合を含む。）の規定によ

り、許可証を交付し、及び

文書をもって不許可の旨を

通知すること。 

⑷ 法第15条第１項（法第16

条第３項において準用する

場合を含む。）の規定によ

り、宅地造成等工事規制区

域内において行われる宅地

造成等に関する工事につい

て協議を行うこと。 

⑸ 法第16条第１項の規定に

より、宅地造成等に関する

工事の計画の変更を許可す

ること。 

⑹ 法第16条第２項の規定に

より、宅地造成等に関する

工事の計画の軽微な変更の

届出を受理すること。 

⑺ 法第17条第１項の規定に

より、宅地造成又は特定盛

土等に関する工事を検査す

市（鎌倉市に

あっては左欄

⑴から(27)まで

に掲げる事務

のうち土石の

堆積に係るも

のを除き、藤

沢市及び小田

原市にあって

は左欄⑼から

⑾までに掲げ

る事務のうち

法第15条第２

項の規定によ

り法第12条第

１項の許可を

受けたものと

みなされる宅

地造成又は特

定盛土等に関

する工事に係

るものに限る

。） 
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改    正 現    行 

ること。 

⑻ 法第17条第２項の規定に

より、検査済証を交付する

こと。 

⑼ 法第18条第１項の規定に

より、特定工程に係る工事

を検査すること。 

⑽ 法第18条第２項の規定に

より、中間検査合格証を交

付すること。 

⑾ 法第19条第１項の規定に

より、宅地造成等に関する

工事の実施の状況等の報告

を受理すること。 

⑿ 法第20条第１項の規定に

より、法第12条第１項又は

第16条第１項の許可を取り

消すこと。 

⒀ 法第20条第２項の規定に

より、工事の施行の停止を

命じ、及び宅地造成等に伴

う災害防止措置をとること

を命ずること。 

⒁ 法第20条第３項の規定に

より、土地の使用を禁止し

、及び制限し、並びに災害

防止措置をとることを命ず

ること。 

⒂ 法第20条第４項の規定に

より、弁明の機会の付与を

行わないで、工事の施行の

停止を命ずること。 

⒃ 法第20条第５項（法第23

条第３項において準用する

場合を含む。）の規定によ

り、自ら災害防止措置の全

部又は一部を講ずること。 

⒄ 法第20条第６項（法第23

条第３項において準用する

場合を含む。）の規定によ

り、災害防止措置に要した

費用について、工事主等又

は土地所有者等に負担させ
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改    正 現    行 

ること。 

⒅ 法第21条第１項の規定に

より、宅地造成等工事規制

区域の指定の際既に行われ

ている宅地造成等に関する

工事についての届出を受理

すること。 

⒆ 法第21条第２項の規定に

より、工事主の氏名等を公

表するとともに、関係市町

村長に通知すること。 

⒇ 法第21条第３項の規定に

より、宅地造成等工事規制

区域内における擁壁等に関

する工事等の届出を受理す

ること。 

(21) 法第21条第４項の規定に

より、宅地造成等工事規制

区域内において、公共施設

用地を宅地又は農地等に転

用した旨の届出を受理する

こと。 

(22) 法第22条第２項の規定に

より、宅地造成等に伴う

災害の防止のため必要な

措置をとることを勧告す

ること。 

(23) 法第23条第１項の規定に

より、土地所有者等に対し

て、擁壁等の設置若しくは

改造、地形若しくは盛土の

改良又は土石の除却のため

の工事を行うことを命ずる

こと。 

(24) 法第23条第２項の規定に

より、土地所有者等以外の

者に対して、擁壁等の設置

若しくは改造、地形若しく

は盛土の改良又は土石の除

却のための工事の全部又は

一部を行うことを命ずるこ

と。 

(25) 法第24条第１項の規定に
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より、職員に、土地に立ち

入り、宅地造成等に関する

工事の状況を検査させるこ

と。 

(26) 法第25条の規定により、

宅地造成等工事規制区域内

の土地及び当該土地におい

て行われている工事の状況

について報告を求めること

。 

(27) ⑴から(26)までに掲げるも

ののほか法及び省令の施行

に係る事務のうち、規則に

基づく事務で別に規則で定

めるもの 

135の３ 宅地造成及び特定盛

土等規制法（以下この項にお

いて「法」という。）及び宅

地造成及び特定盛土等規制法

施行規則（以下この項におい

て「省令」という。）並びに

法及び省令の施行のための規

則に基づく次の事務 

⑴ 法及び省令の規定によ

り、知事に提出する書類を

受理し、及び知事に送付す

ること。 

⑵ ⑴に掲げるもののほか法

及び省令の施行に係る事務

のうち、規則に基づき知事

に提出する書類を受理し、

及び知事に送付する事務で

別に規則で定めるもの 

茅ケ崎市、逗

子市、三浦

市、座間市、

南足柄市、葉

山町、大磯

町、二宮町、

中井町、大井

町、松田町、

山北町、開成

町、箱根町、

真鶴町及び湯

河原町 

（新規）  

136 宅地造成等規制法の一部

を改正する法律（令和４年法

律第55号）附則第２条第２項 

     の規定によりなお

従前の例によることとされる

宅地造成工事規制区域の区域

内における宅地造成に関する

工事の規制         

              

              

鎌倉市及び藤

沢市     

136 宅地造成等規制法の一部

を改正する法律（令和４年法

律第55号）附則第２条第１項

及び第２項の規定によりなお

従前の例によることとされる

宅地造成工事規制区域の区域

内における宅地造成に関する

工事等の規制並びに同条第３

項の規定によりなお従前の例

によることとされる造成宅地

鎌倉市、藤沢

市及び秦野市 
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  に係る同法による改正前

の宅地造成等規制法（     

        以下この項

において「法」という。）並

びに法の施行のための規則に

基づく次の事務 

（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

⑴・⑵ (略) 

⑶ 法第12条第３項において

準用する法第11条の規定に

より、宅地造成工事規制区

域内において行われる宅地

造成に関する工事の変更に

ついて協議を行うこと。 

⑷～⑼ (略) 

⑽ 法第14条第５項（法第17

条第３項        

において準用する場合を含

む。）の規定により、法第

14条第２項及び第３項に規

定する必要な措置を自ら行

い、並びにその命じた者又

は委任した者に行わせるこ

と。 

（削除） 

 

 

 

 

防災区域の指定の効力及び解

除並びに造成宅地防災区域内

における災害の防止のための

措置に係る同法による改正前

の宅地造成等規制法（昭和36

年法律第191号。以下この項

において「法」という。）並

びに法の施行のための規則に

基づく次の事務 

⑴ 法第８条第１項の規定に

より、宅地造成工事規制区

域内において行われる宅地

造成に関する工事を許可す

ること。 

⑵ 法第11条（法第12条第３

項において準用する場合を

含む。）の規定により、宅

地造成工事規制区域内にお

いて行われる宅地造成に関

する工事について協議を行

うこと。 

⑶・⑷ (略) 

（新規） 

 

 

 

 

 

⑸～⑽ (略) 

⑾ 法第14条第５項（法第17

条第３項及び第22条第３項

において準用する場合を含

む。）の規定により、法第

14条第２項及び第３項に規

定する必要な措置を自ら行

い、並びにその命じた者又

は委任した者に行わせるこ

と。 

⑿ 法第15条第１項の規定に

より、宅地造成工事規制区

域の指定の際既に行われて

いる宅地造成に関する工事

についての届出を受理する
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（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

⑾～⒀ (略) 

⒁ 法第18条第１項     

               

    の規定により、宅

地に立ち入り、宅地造成に

関する工事の状況を検査す

ること。 

⒂ 法第19条        

              

 の規定により、宅地及び

当該宅地において行われて

いる工事の状況について報

告を求めること。 

（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

こと。 

⒀ 法第15条第２項の規定に

より、宅地造成工事規制区

域内における擁壁等に関す

る工事等の届出を受理する

こと。 

⒁ 法第15条第３項の規定に

より、宅地造成工事規制区

域内において、宅地以外の

土地を宅地に転用した旨の

届出を受理すること。 

⒂～⒄ (略) 

⒅ 法第18条第１項（法第23

条において準用する場合を

含む。）の規定により、宅

地に立ち入り、宅地造成に

関する工事の状況を検査す

ること。 

⒆ 法第19条（法第23条にお

いて準用する場合を含む。

）の規定により、宅地及び

当該宅地において行われて

いる工事の状況について報

告を求めること。 

⒇ 法第20条第２項の規定に

より、造成宅地防災区域の

全部又は一部について同条

第１項の指定を解除するこ

と。 

(21) 法第21条第２項の規定に

より、造成宅地所有者等に

対して、法第20条第１項の

災害の防止のため必要な措

置をとることを勧告するこ

と。 

(22) 法第22条第１項の規定に

より、造成宅地所有者等に

対して、擁壁等の設置等を

命ずること。 

(23) 法第22条第２項の規定に

より、造成宅地所有者等以

外の者に対して、擁壁等の

設置等を命ずること。 
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⒃ ⑴から⒂までに掲げるも

ののほか法の施行に係る事

務のうち、規則に基づく事

務で別に規則で定めるもの 

(24) ⑴から(23)までに掲げるも

ののほか法の施行に係る事

務のうち、規則に基づく事

務で別に規則で定めるもの 

137 宅地造成等規制法の一部

を改正する法律附則第２条第

２項     の規定により

なお従前の例によることとさ

れる宅地造成工事規制区域の

区域内における宅地造成に関

する工事の規制       

               

               

               

               

               

    に係る同法による改

正前の宅地造成等規制法（以

下この項において「法」とい

う。）並びに宅地造成等規制

法施行規則及び畜舎等の建築

等及び利用の特例に関する法

律施行規則の一部を改正する

省令（令和５年農林水産省・

国土交通省令第３号）による

改正前の宅地造成等規制法施

行規則（          

   以下この項において「 

省令」という。）並びに法及

び省令の施行のための規則に

基づく次の事務 

⑴・⑵ (略) 

(略) 137 宅地造成等規制法の一部

を改正する法律附則第２条第

１項及び第２項の規定により

なお従前の例によることとさ

れる宅地造成工事規制区域の

区域内における宅地造成に関

する工事等の規制並びに同条

第３項の規定によりなお従前

の例によることとされる造成

宅地防災区域の指定の効力及

び解除並びに造成宅地防災区

域内における災害の防止のた

めの措置に係る同法による改

正前の宅地造成等規制法（以

下この項において「法」とい

う。）並びに宅地造成等規制

法施行規則及び畜舎等の建築

等及び利用の特例に関する法

律施行規則の一部を改正する

省令（令和５年農林水産省・

国土交通省令第３号）による

改正前の宅地造成等規制法施

行規則（昭和37年建設省令第

３号。以下この項において「

省令」という。）並びに法及

び省令の施行のための規則に

基づく次の事務 

 ⑴・⑵ (略) 

(略) 

138～160 (略) (略) 138～160 (略) (略) 
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＜第２条関係＞（令和８年12月21日施行） 

改    正 現    行 

第１条～第３条 (略) 第１条～第３条 (略) 

別表（第３条関係） 別表（第３条関係） 

 １～１の５ (略) (略)   １～１の５ (略) (略)  

１の６ 高圧ガス保安法（昭和

26年法律第204号。以下この

項において「法」という。）

に基づく次の事務（高圧ガス

保安法施行令（平成９年政令

第20号）第22条に規定する区

域に所在する事業所に係るも

のに限る。） 

 ⑴～⒇ (略) 

(21) 法第20条第３項本文の規

定により、特定変更工事の

完成検査を行うこと。 

(22) 法第20条第３項ただし書

の規定により、高圧ガスの

製造のための施設等が技術

上の基準に適合していると

認められた旨の届出を受理

すること。 

(23)～(50) (略) 

(51) 法第35条第１項本文の規

定により、特定施設の保安

検査を行うこと。 

(52) 法第35条第１項ただし書

の規定により、特定施設の

保安検査を受けた旨の届出

を受理すること。 

(53)～(59) (略) 

（削除） 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

(60)  法第39条の10第１項後段

の規定により、変更の工事

又は製造の方法の変更の届

出を受理すること。 

(略) １の６ 高圧ガス保安法（昭和

26年法律第204号。以下この

項において「法」という。）

に基づく次の事務（高圧ガス

保安法施行令（平成９年政令

第20号）第22条に規定する区

域に所在する事業所に係るも

のに限る。） 

⑴～⒇ (略) 

(21) 法第20条第３項  の規

定により、特定変更工事の

完成検査を行うこと。 

(22) 法第20条第３項第１号  

の規定により、高圧ガスの

製造のための施設等が技術

上の基準に適合していると

認められた旨の届出を受理

すること。 

(23)～(50) (略) 

(51) 法第35条第１項  の規

定により、特定施設の保安

検査を行うこと。 

(52) 法第35条第１項第１号  

の規定により、特定施設の

保安検査を受けた旨の届出

を受理すること。 

(53)～(59) (略) 

(60) 法第39条の11第１項の規

定により、特定変更工事に

係る完成検査の記録の届出

を受理すること。 

(61) 法第39条の11第２項の規

定により、特定施設に係る

保安検査の記録の届出を受

理すること。 

  (62) 法第39条の21第１項後段

の規定により、変更の工事

又は製造の方法の変更の届

出を受理すること。 

(略)  
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(61) 法第39条の12後段の規定

により、危害予防規程の提

出を求めること。 

(62)～(73) (略) 

(63) 法第39条の23後段の規定

により、危害予防規程の提

出を求めること。 

(64)～(75) (略) 

２～160 (略) (略) ２～160 (略) (略)  
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